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１ 主旨

地方独立行政法人法（以下「法」という。）第２８条第１項及び北海道地方独立行

政法人評価委員会条例第２条の規定に基づき、地方独立行政法人北海道立総合研究機

構（以下「法人」という。）の設立団体の長である知事が、法人の令和元年度の業務

の実績に関する評価を、北海道地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」と

いう。）の意見を踏まえて実施する。

なお、評価に当たっては、法人の基本理念の具現化を目指す自主的・積極的な取組

を評価し、業務運営等の質的向上に資することに配慮しながら、中期目標の達成に向

けた令和元年度における中期計画及び年度計画の実施状況を調査・分析し、業務実績

について総合的に評価を行った。

２ 評価結果

（１）全体評価

①総括

令和元年度の業務実施状況について検証を行い、評価委員会の意見を踏まえ、「②

業務の実施状況」のとおりであることを確認した。これを基に、次の５項目につ

いて評価を行ったところ、「Ⅳ」評価（順調に進んでいる）が３項目、「Ⅱ」評価

（やや遅れている）が２項目となり、総合的に勘案すると、令和元年度の業務実

績は『概ね順調に進んでいる』と認められる。

＜評価項目＞

１ 研究の推進及び成果の活用 （ 評価：Ⅳ ）

２ 技術支援、連携の推進及び広報の強化 （ 評価：Ⅱ ）

３ 業務運営の改善 （ 評価：Ⅳ ）

４ 財務内容の改善 （ 評価：Ⅳ ）

５ その他業務運営 （ 評価：Ⅱ ）

②業務の実施状況

法人では、発足から１０年目を迎え、第２期中期目標期間の最終年となる令和

元年度は、これまでの業務実績を踏まえ、研究資源を効果的・効率的に活用しな

がら、総合力を生かした研究開発及び技術支援等をさらに進めるため、次のよう

な取組が行われた。

・ 「１研究の推進及び成果の活用」に関する取組については、総合力を発揮

して取り組む「食」、「エネルギー」、「地域」の研究分野について、重点化方

針に基づく研究展開方向を策定し、効果的・効率的な研究開発の推進に取り

組んだ。道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究である戦略研究（３課

題）や事業化・実用化を目指す重点研究（２５課題）のほか、経常研究や外
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部資金による研究など、計６７６課題を実施した。

また、得られた研究成果は、研究成果発表会や企業向けセミナー、研究会

等の開催、学会やシンポジウムでの発表など積極的に情報発信した。

特許権等の知的財産については、知的財産の支援団体と連携して、開放特

許情報の発信や企業訪問など道内企業等への特許等の利用促進を図ったこと

により、３９８件の知的財産権の実施許諾契約に繋がった。

・ 「２技術支援、連携の推進及び広報の強化」に関する取組については、企

業等からの依頼に応じた技術相談、技術指導等について、技術的な問題解決

に向けた指導等を実施し、一部については、共同研究の実施や新商品の開発

に繋がった。

依頼試験については、依頼試験成績書の記載内容に転記ミスによる誤りが

発覚したことから、チェック体制の強化や試験データの取扱いの明確化など

再発防止策に取り組んでいるが、再発防止の徹底に向けて継続して取り組む

必要がある。

広報活動については、報道機関を個別訪問し、研究成果等のＰＲを実施す

るとともに、各種イベントを活用し、道民や企業等を対象とした広報活動に

取り組んだ。

また、企業と共同開発した商品等の事例を掲載した冊子を各種イベント、

企業訪問等の際に配布したほか、ホームページやメールマガジン等を活用し、

身近で分かり易い広報に取り組んだ。

また、ホームページについては、ウェブアクセシビリティ方針を策定し、

対応ガイドラインに基づき、ホームページ改善に取り組んだ。

・ 「３業務運営の改善」に関する取組については、重点的に取り組む研究開

発の柱としているエネルギー分野と、密接に関連する環境・資源分野を合わ

せて、研究開発の深化を図るため、「エネルギー・環境・地質研究所」の設置

と「産業技術環境研究本部」への再編など、令和２年度組織機構改正に向け

て組織体制の見直しを実施した。

人材の採用、育成については、募集開始日を早めたり、研究職採用試験の

第１次試験を東京都で実施するなど、優秀な人材の確保に向けて取り組んだ

ほか、「職員研修計画」を策定し、階層別研修を実施した。
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・ 「４財務内容の改善」に関する取組については、事務的経費や維持管理経

費の節約など効率的な執行、外部資金や知的財産収入など多様な財源の確保

に努めた。

・ 「５その他業務運営」に関して、建物の劣化状況調査等による施設の状況

把握を進め、現有施設の有効活用、庁舎の省エネ化等ファシリティマネジメ

ントの取組を進めたほか、施設等整備計画書により施設・設備の改修や修繕

の必要性を判定し、計画的な修繕等を実施することにより、施設の長寿命化

を図った。

また、第３期中期目標期間（令和２年度～令和６年度）における施設整備計

画の検討を行い、老朽化した大規模施設の更新の考え方を中長期的な視点に立

って明らかにした「第３期施設等整備計画」を策定した。

法令の遵守については、共同研究者に対して事実隠蔽を指示した行為など

の職員の非違行為が発生しており、法令遵守や研究活動における不正行為の

防止について研修等を行い、法令遵守意識の向上を図っているが、今後も、

法令遵守や服務規律の確保など、不祥事の再発防止に向けたコンプライアン

ス意識の徹底になお一層取り組んでいく必要がある。

安全管理については、試験調査船の調査作業中に事故が発生し職員が負傷

する労働災害が発生しており、直ちに現地の状況を把握し再発防止策を指示

するとともに、事故等を未然に防止するため、職員教育や日常点検の取組の

徹底を図っているが、職員教育や日常点検の取組を今後も道総研全体でなお

一層取り組む必要がある。
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（２）項目別評価

１ 研究の推進及び成果の活用

評価 Ⅳ：順調に進んでいる

全１３項目について検証を行った結果、全ての項目が「Ａ」評価（十分に実施してい

る）となり、「順調に進んでいる」と評価した。

【主な取組と評価】

○研究ニーズへの対応（評価項目番号No.1）

・ 研究ニーズ調査等により、専門的なニーズや地域固有のニーズを把握し、新

規の研究課題を設定したことは評価できる。

○研究開発の推進（評価項目番号No.2～No.8）

・ 総合力を発揮して取り組む「食」、「エネルギー」、「地域」の研究分野につ

いて、重点的に取り組む研究開発の重点化方針を策定し、重点化方針に基づき

研究展開方向を定めて、研究課題を設定し、研究資源の選択と集中による効果

的かつ効率的な研究開発の推進に取り組んだ。道の重要な施策等に関わる分野

横断型の研究である戦略研究（３課題）や事業化・実用化を目指す重点研究（２

５課題）のほか、経常研究（２１６課題）や外部資金による研究（３６０課題）

など、計６７６課題を実施したことは評価できる。

〔総合力を発揮して取り組む研究推進項目〕

１ 食料安定供給技術の確立と食関連産業の振興に関する研究推進項目

２ 再生可能エネルギー等の安定供給・地域利用システムと省エネルギー技術

体系の構築に関する研究推進項目

３ 自然・産業・生活が調和した安全で持続可能な地域の構築に関する研究推

進項目

・ 国等の競争的資金や財団等の公募情報を収集し、申請書類作成の能力向上を

図るための研修や公募型研究獲得を図るためのマネジメント能力向上研修を実

施し、公募型研究に積極的に応募する環境づくり行ったことは評価できる。

○研究成果の発信及び普及（評価項目番号No.10、No.11）

・ 企業や団体、外部の研究機関等を対象とした研究成果発表会や企業向けセミ

ナーの開催、企業や大学等と特定分野について研究・技術に関する情報や意見

を交換する研究会等の開催、学術誌等への研究成果や知見の投稿、学会やシン

ポジウムでの研究成果の発表など積極的に情報発信したことは評価できる。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

口頭及び刊行物による成果の公表件数 ２，８５０ ３，１５５

行政や企業等で活用された成果の数 ５６０ ７７８
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○知的財産の管理（評価項目番号No.12）

・ 研究や技術支援の成果として得られた重要な知見や新しい技術を特許等の知

的財産権として出願するとともに、保有する特許権等の維持要否を審査し、活

用が見込まれない特許権等を整理するなどして知的財産権の適切な管理を行っ

たことは評価できる。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

知 的 財 産 権 の 権 利 数 ２１０ ２０２

○知的財産の利活用促進（評価項目番号No.13）

・ 特許権等の知的財産については、知的財産の支援団体と連携して、開放特許

情報の発信や企業訪問など道内企業等へ特許等の利用促進を図ったことによ

り、３９８件の知的財産権の実施許諾契約件数に繋がったことは評価できる。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

知的財産権の実施許諾契約件数 ３６０ ３９８

【その他意見】

○研究開発の推進（評価項目番号No.2～No.8）

・ 外部資金による研究については、国や研究機関等が公募する競争的資金を活

用した研究に積極的に取り組んでいるが、研究課題数が目標値に達成していな

いため、今後更に取り組むことが望ましい。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

外部資金による研究課題数 ４００ ３６０
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［研究推進項目（評価項目番号No.43～No.59）］
Ⅰ 総合力を発揮して取り組む研究における主な研究成果（評価項目番号No.43～No.46）

１ 食料安定供給技術の確立と食関連産業の振興（No.43、No.44）

・ レトルトパウチ技術を活用した高品質青果物の周年供給体系の構築において、

全９件の「レアフル」実施許諾契約を締結し製品開発が拡がったほか、レアフル

を活用した洋菓子が品目数・量とも増加し、平成３０年度下期から令和元年度上

期において「レアフル」加工数量は、約４０トン（青果りんごベース）となった。

また、レアフルの活用促進に向けた広報誌「たべＬＡＢＯミニ」を配布し、食

品加工企業等への更なる活用拡大を図った。これらの成果は、生産者や食品加工

業者等において、青果物の新たな商品形態として商品開発に活用される。

２ 再生可能エネルギー等の安定供給・地域利用システムと省エネルギー技術体系の構築(No.45)

・ 地盤情報を活用した地中熱利用拡大技術の構築において、通常のボアホール方

式（地中採掘孔に採熱管を挿入し、土から採熱する方法）と比較して井戸方式（地

中掘削した大きめの孔中の地下水から再燃する方式）の方が、採熱量が３．７倍、

採熱量当たりのコストが３分の１となることを明らかにした。これらの結果は、

次年度に対象自治体で実施する採熱実験に活用される。

３ 自然・産業・生活が調和した安全で持続可能な地域の構築（No.46）

・ 事業化戦略の策定を支援するコンサルティング手法の構築において、コミュニ

ティビジネスの立ち上げを希望する下川町民を対象に、新ビジネスの立ち上げに

関する支援を実施した。これらの成果は、今後の市町村における産業振興施策構

築に向けた行政支援ツールとして活用される。

Ⅱ 各研究分野における主な研究成果（評価項目番号No.47～No.59）

１ 農業（No.47～No.49）

・ 保温性と耐雪性を強化した無加温ハウスの周年利用技術に関する研究において

は、葉菜類の冬季無加温栽培に必要な保温装備と耐雪装備を道内各地の気象条件

に合わせて設定し、見える化した。冬季無加温栽培が可能な新たな品目を３つ以

上選定し、それらの安定栽培技術を確立するとともに、冬季無加温栽培終了後の

ハウスにおける栽培品目を検討した。この成果は、道内広域で導入できる周年利

用技術として生産者に活用される。

・ 各種畑作物の農業特性及び品質に優れた品種の開発においては、道産小麦とし

て初めて菓子用に向く軟質タイプの小麦新品種「北見９５号」を開発した。収量

性は現行の主力品種並に多収で、スポンジケーキの官能評価は菓子原料の主たる

アメリカ産薄力小麦と同等の高い評価である。道産小麦粉を原料としたケーキ等

の製造が可能となり、この成果は、菓子メーカー等に活用される。

・ 黒毛和種の改良システムや自給飼料を活用した育成・肥育技術の開発において

は、従来の出生後の子牛に対して行うゲノム育種価の評価について、受精卵の段

階で評価する、極微量細胞（１５細胞）を用いた遺伝子解析技術と分析後に凍結

した胚を受胎させる技術を開発した。この成果は、優良な種雄牛の生産効率の向

上と共に経費の削減に繋がり、道産黒毛和種の牛群改良に活用される。

・ 農地の生産環境保全技術の開発において、生産者が実施可能な溝切り機を用い

た簡易な土壌改良と緑肥栽培後に入部をベルト状に残すことにより、土壌の流亡

を２０～３０％減少させる技術を開発した。

また、溝切りと緑肥の一部残しを組み合わせるとその効果は減少率３０～５０

％に高まる。この成果は傾斜地ほ場を有する生産者において活用される。
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・ 地域農業の課題解決を目指した技術開発と営農方式の確立に関する研究にお

いては、大規模水田作経営においてほ場基盤整備事業を実施した場合の米、小麦

並びに大豆の生産費に与える影響を明らかにし、国の施策である「水田フル活用

ビジョン」を反映した経営改善効果を示した。この成果は、行政、大規模水田経

営農家及び営農関係機関において活用される。

２ 水産（No.50～No.52）

・ 中長期環境変動を把握する調査研究において、本道周辺海域の約１７０地点で

２ヶ月毎に３０年間にわたり実施してきた道総研の調査船による海水温や栄養塩

等の海洋観測データから、それらの平年値や変動幅を基準に中長期的な海況変化

を評価できるようになった。これらの成果は水産資源量の変動要因や漁場の形成

機構等、資源管理や営漁のために必要な情報として利用される。

・ 道産コンブの生産安定を強化する技術開発において、コンブ生産量の多い根

室市落石地区を対象に、操業区域全体の地形データ、海洋環境データ及び生物デ

ータを地理情報システム（ＧＩＳ）で統合し、雑海藻駆除等の漁場造成のための

適地選定技術を開発した。これらの成果は当該地区の各漁協により、コンブ藻場

管理計画の策定に活用される。

・ サケの加工残滓の有効利用に関する研究において、サケの加工残滓から健康・

機能性成分であるコラーゲン素材、アンセリンの回収に取り組んだ。その結果、

コラーゲンはひれに、アンセリンはカマや尾部に多く含まれることが判明した。

更に、ひれからはアテロ化コラーゲン（アレルゲンを除去したコラーゲン）が効

率よく回収できる可能性が示唆された。これらの研究成果は健康食品の開発に活

用される｡

・ 河川環境修復によるサクラマスの自然再生産資源の回復に関する調査研究で

は、砂防ダムや落差工への魚道設置やスリット化など環境修復事業が行われた河

川においてサクラマスの生息密度や産卵床数等を調査し，遡上障害の解消が幼稚

魚生息域や産卵域の拡大に繋がることを明らかにした。この成果は、道の自然再

生産を利用したサクラマス増殖方針の立案に活用された。

３ 森林（No.53～No.55）

・ 生物多様性保全と木材生産を両立させる森林管理技術の開発において、甚大

な枯死被害を及ぼしているカラマツヤツバキクイムシについて、無人航空機によ

る早期かつ正確な被害地域の把握手法を開発した。さらに、被害木の早期伐倒・

搬出は、収穫量・収入の低下を抑える効果があることをシミュレーションで明ら

かにした。これらの成果は道内自治体及び森林組合等林業事業体に活用される。

・ 森林バイオマスを活用した新たな木質系家畜飼料に関する研究において、肉

用牛の好むシラカンバを原料とした粗飼料の製造条件とともに給餌モデルを確立

した。共同研究企業では、更なる需要増が見込まれるとして生産量を現在の500

トン／年から2,200トン／年まで増産する準備を進めている。

・ 安全な木質構造の設計支援や強度性能評価に関する研究において、道産ＣＬ

Ｔ接合部の強度データから耐力算定式を導き、その精度を検証した。これにより、

合理的でコストの低下が見込める接合部の設計が可能となり、ＣＬＴ性能評価実

験棟「Hokkaido CLT Pavilion」の建設に繋がった。
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４ 産業技術（No.56～No.57）

・ 道産天然物を高機能化する化学変換プロセスの開発において、高温高圧水や

水蒸気を用いて、糖及びアミノ酸から高機能化成品が高効率に得られる反応条件

を明らかにした。これらの成果は、農水産物加工残渣などの未利用道産天然物に

含まれる糖類及びアミノ酸を、医薬品・化粧品原料、機能性有機材料及びバイオ

エネルギー原料といった高機能化成品へ変換する技術として活用される。

・ 業務用魚醤油の製造技術の開発において、酵素処理と発酵技術を組み合わせ

た新たな製法を開発した。本製法は道内企業２社での実証試験により、淡色化、

低塩分化、原料費削減、製造期間短縮等の効果を有することを確認した。これら

の成果は、業務用魚醤油の製造に活用される。

・ 付着細菌制御に着目した非加熱殺菌技術の開発において、カット野菜や浅漬

けなどの製造工程で問題となるバイオフィルム（細菌が形成する付着性の高い膜

状物）の付着挙動に関する知見を得るとともにバイオフィルム除去に有効な洗浄

方法を明らかにした。これらの成果は、製造現場での衛生管理技術として活用さ

れる｡

５ 環境及び地質（No.58）

・ 網走湖のシジミ漁業被害に関する研究において、流入河川による栄養供給と

湖水の水質変動、植物プランクトン発生種等との関連性について解析し、異臭要

因となるプランクトンの増殖条件を明らかにするとともに、その予測手法を考案

した。これらの研究成果は、地元協議会等への提供により、網走湖の漁業管理や

環境保全対策に活用される。

・ 地熱開発有望地域として注目されるニセコ地域の地熱資源に関する研究にお

いて、物理探査・地化学探査などの総合調査を実施し、得られた結果から地熱構

造モデルを構築するとともに、持続的に利用するための地熱資源量を把握した。

これらの成果は、地域に適した持続可能な地熱・温泉資源の開発と利活用に繋がる｡

・ 沿岸漁業推進に向けた環境情報の見える化に関する研究において、乙部沿岸

域を対象に海底の底質や藻場の分布、水質調査等を実施した。栄養塩類の分布状

況や精密海底地形などを明らかにし、漁業者が船上で利用しやすい携帯やタブレ

ット端末で閲覧可能な海底情報図として提供した。これらの成果は、ＩＣＴ漁業

の推進に繋がる。

６ 建築（No.59）

・ 津波による最大リスク評価手法と防災対策に関する研究において、冬期間の

屋外避難実験（地域住民参加）で得た避難速度データに基づいて避難シミュレー

ションを実施し、その結果を地域住民と共有して意見交換を行い、人的被害を最

小限にする避難行動を示した。これらの成果は、神恵内村防災庁舎の設計や八雲

町熊石地区などの津波防災まちづくりに活用されているとともに、道庁と連携し

他の市町村への展開を図っている。

・ 北海道における応急仮設住宅に関する研究においては、これまでの研究成果

を活用して、胆振東部地震における「北海道型応急仮設住宅」の仕様に反映させ

た。さらに、建設時の技術指導、入居者向けマニュアルの作成等により良好な室

内環境の維持・改善を支援するとともに、供給計画の留意点や建設上の改善点等

を明らかにした。これらの成果は、道の応急仮設供給計画の改定や道内市町村の

事前準備等にも活用される。
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２ 技術支援、連携の推進及び広報の強化

評価 Ⅱ：やや遅れている

全７項目について検証を行った結果、「Ａ」評価（十分に実施している）が６項目あ

るものの、「Ｂ」評価（十分に実施していない）が１項目あり、「やや遅れている」と

評価した。

【主な取組と評価】

○技術相談、技術指導等の実施（評価項目番号No.14）

・ 総合相談窓口や各研究本部・各試験場等において、企業等からの依頼に応じ、

各種の技術相談を受け、関連する技術や研究成果等の情報を相談者に提供する

とともに、一部の相談内容については、技術指導や依頼試験、設備使用等への

展開を図った。また、技術的な問題解決に向けた指導等を実施し、一部につい

ては、共同研究の実施や新商品の開発に繋がったことは評価できる。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

技術相談、技術指導の実施件数 １３，０００ １３，２０３

○ 依頼試験・設備使用等の実施（評価項目番号No.15）

・ 依頼試験の実施件数等が目標値に達していないことに加え、依頼試験成績書

の記載内容に転記ミスによる誤りが発覚し、依頼試験を適切に実施できなかっ

たことから「Ｂ」評価とする。

各研究本部において、チェック体制の強化や試験データの取扱いの明確化な

ど再発防止策に取り組んでいるが、再発防止の徹底に向けて継続して取り組む

必要がある。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

依 頼 試 験 の 実 施 件 数 ４，５８０ ４，３２４

設 備 使 用 の 件 数 １，１６０ １，０６０

○担い手の育成支援（評価項目番号No.17）

・ 外部講師の招へいや演習を取り入れた研修会、最新の技術を紹介する技術講

習会を開催するとともに、研修生の受入れに取り組んだことは評価できる。

○外部機関との連携（評価項目番号No.18）

・ 北海道大学、北海道科学大学、札幌市立大学、道内４高専との研究交流会の

開催など連携による取組を活発に進めるとともに、各地域においては、地域企

業等を対象に「道総研地域セミナー」等を開催し、研究成果の普及、住民への

情報提供に取り組んだことは評価できる。
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（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

連携協定締結先との事業の実施件数 ８２０ １，９７０

・ 連携コーディネーターとして国、市町村、大学、金融機関等の職員に委嘱し、

道総研内外の連携に関する情報交換や意見交換を行い、外部機関との連携を推

進したことは評価できる。

○広報機能の強化（評価項目番号No.20）

・ 報道機関を個別訪問し、研究成果等のＰＲを実施するとともに、道総研が主

催する「道総研セミナー」や他機関が主催する「ビジネスＥＸＰＯ」などのイ

ベントを活用し、研究成果や活動内容を道民や企業等へ伝える広報活動に取り

組んだ。

また、企業と共同開発した商品等の事例を掲載した冊子「キラリと光る北海

道の注目技術」を各種イベント、企業訪問等の際に配布したほか、ホームペー

ジやメールマガジン等を活用し、道民に身近で分かり易い広報に取り組んだこ

とは評価できる。

（単位：件）

目標値 実績値

数値目標項目 （令和元年度） （令和元年度）

（ 2 0 1 9 年 度 ） （ 2 0 1 9 年 度 ）

情 報 発 信 の 回 数 １，２３０ １，６８３

・ ホームページについては、提供される情報や機能を誰もが支障なく利用でき

る環境を整備するため、ウェブアクセシビリティ方針を策定し、対応ガイドラ

インに基づき、ホームページ改善のため取り組んだことは評価できる。
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３ 業務運営の改善

評価 Ⅳ：順調に進んでいる

全６項目について検証を行った結果、全ての項目が「Ａ」評価（十分に実施している）

となり、「順調に進んでいる」と評価した。

【主な取組と評価】

○組織体制の改善（評価項目番号No.22）

・ 重点的に取り組む研究開発の柱としているエネルギー分野と、密接に関連す

る環境・資源分野を合わせて、研究開発の深化を図るため、「エネルギー・環

境・地質研究所」の設置と「産業技術環境研究本部」への再編など、令和２年

度組織機構改正に向けて組織体制の見直しを実施したことは評価できる。

○事務処理の改善（評価項目番号No.23）

・ 「事務改善に関するガイドライン」に基づく取組を徹底するとともに、事務

処理手順等について、試験場等からの改善提案によりＴＶ会議システムに替え

てＷｅｂ会議システムを導入し、遠隔地間であっても容易に会議等が可能な環

境整備を図ったことは評価できる。

○道民や利用者からの意見把握と改善（評価項目番号No.24）

・ 平成２７～３０年度に実施した利用者意見把握調査のアンケート結果を集約

し、利用者の満足度等を研究本部別に取りまとめ、改善意見とその対応につい

て整理し、再度の周知を図るとともに業務改善に繋げたことは評価できる。

○人材の採用、育成（評価項目番号No.26）

・ 優秀な人材の確保に向けた取組として、募集開始日を例年より１ヶ月早める

とともに、受験者の利便性向上を図るため、研究職員採用試験の第１次試験を

東京都で実施した。

また、各職務（階層）に必要な能力の向上等を計画的に行うため、「職員研

修計画」を策定し、新規採用職員、新任の主査級や研究部長級等を対象とした

階層別研修を実施したことは評価できる。

【その他意見】

○人材の採用、育成（評価項目番号No.26）

・ 新規採用者が採用予定数に達していない職種について、優秀な人材の確保に

向けて、なお一層取組を強化していくことが望ましい。



- 12 -

４ 財務内容の改善

評価 Ⅳ：順調に進んでいる

全６項目について検証を行った結果、全ての項目が「Ａ」評価（十分に実施している）

となり、「順調に進んでいる」と評価した。

【主な取組と評価】

○財務運営の効率化（評価項目番号No.28）

・ 運営費交付金を充当して行う業務に係る経費（研究関連経費を除く。）を前

年度比１％削減された中で、事務的経費や維持管理経費の節約などに取り組ん

だことは評価できる。

○多様な財源の確保（評価項目番号No.29）

・ 外部資金収入や知的財産収入、依頼試験収入の確保のため、ＰＲ活動等に取

り組み、多様な財源の獲得に繋げていることは評価できる。

○経費の効率的な執行（評価項目番号No.30）

・ 経費の執行に当たっては、年度執行計画を作成し、四半期ごとの計画的な執

行額を設定するとともに、毎月、役員会で収益や資金等の状況を確認するなど、

計画的執行を図ったことは評価できる。
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５ その他業務運営

評価 Ⅱ：やや遅れている

全１０項目について検証を行った結果、「Ａ」評価（十分に実施している）が８項目

あるものの、「Ｂ」評価（十分に実施していない）が２項目あり、「やや遅れている」

と評価した。

【主な取組と評価】

○施設及び設備の整備、活用（評価項目番号No.33、No.34）

・ 建物の劣化状況調査等による施設の状況把握を進め、現有施設の有効活用、

庁舎の省エネ化等ファシリティマネジメントの取組を進めたほか、施設等整備

計画書により施設・設備の改修や修繕の必要性を判定し、計画的な修繕等を実

施することにより施設の長寿命化を図った。

また、第３期中期目標期間（令和２年度～令和６年度）における施設整備計

画の検討を行い、老朽化した大規模施設の更新の考え方を中長期的な視点に立

って明らかにした「第３期施設等整備計画」を策定した。

・ 「道総研安全衛生管理規程」に基づき、各試験場等において安全衛生委員会

等を開催し、安全衛生意識の高揚を図るとともに、総括安全衛生委員会の体制

の見直しや安全衛生に係る情報の共有化に努めたほか、イベントの開催に当た

っては、各試験場等において、マニュアルの作成や事前に安全対策を講ずるな

ど、事故等の発生を未然に防止するための取組を行ったことは評価できる。

○法令の遵守（評価項目番号No.35）

・ 交通違反・事故の防止や綱紀の保持など法令遵守や研究活動における不正行

為の防止について研修等を行い、法令遵守意識の向上を図っているものの、共

同研究者に対して事実隠蔽を指示した行為、銃刀法違反行為など、職員の非違

行為が発生したことから「Ｂ」評価とする。

今後も、法令順守や服務規律の確保など、不祥事の再発防止に向けたコンプ

ライアンス意識の徹底になお一層取り組んでいく必要がある。

○安全管理（評価項目番号No.36）

・ 試験調査船の調査作業中に事故が発生し職員が負傷する労働災害が発生

したことから「Ｂ」評価とする。事故発生後、直ちに現地の状況を把握し

再発防止策を指示するとともに、事故等を未然に防止するため、職員教育

や日常点検の取組の徹底を図っており、今後も道総研全体でなお一層取り

組む必要がある。

○社会への貢献（評価項目番号No.38）

・ 道内外の団体や道民等の視察・見学者の受入れを積極的に実施するとともに

道内の小学校や高校へ出向き出前授業を実施したほか、ＪＩＣＡ等からの依頼

を受け、研修や講師派遣、施設見学の受入れ等の国際協力事業等に協力したこ

とは評価できる。

○災害等の対応（災害発生時等の対応）（評価項目番号No.39）

・ 大規模災害発生時の非常事態にあっても、業務を適切に執行できるよう全て

の試験場等においてＢＣＰ（業務継続計画）を策定し、非常時の業務執行体制
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や対応手順等の確立を図ったことは評価できる。

○災害等の対応（災害等に関連した調査・研究）（評価項目番号No.40）

・ 北海道における応急仮設住宅に関する研究など災害等に関連した研究の実施

や、ヒグマによる家畜被害調査及びヒグマ対策関連の会議へ職員を派遣して専

門的見地から助言等の技術指導を行ったほか、倶多楽火山防災協議会及び厚真

町地盤災害に関する技術委員会等からの要請に基づき、職員を委員として派遣

したことは評価できる。

○情報公開（評価項目番号No.41）

・ ホームページやフェイスブック等を活用し、積極的に法人運営等に関する情

報を公開したほか、ウェブアクセシビリティ対応の取組を開始し、利便性の向

上を図るとともに、メールマガジン、フェイスブック、道庁ブログ等を活用し、

広く道民への情報提供に取り組んだことは評価できる。

○環境への配慮（評価項目番号No.42）

・ 「事務改善に関するガイドライン」に基づき、節電などの省エネルギーの取

組や再生紙をはじめとするグリーン購入の促進等、環境に配慮した業務運営を

行ったことは評価できる。
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３ 項目別詳細

（１）総括表

評価委員会 知 事

評価 自己
項目別 項目別

評 価 項 目 項目 点 検 ･ 検証
意 見

検証
評 価

番号 評価

第１ １ 研 究 の 推 （１ ）研究ニーズへの対応 １ Ａ Ａ １ 研 究 の Ａ １ 研 究 の

住 民 に 進 及 び 成 果 （ ２ ） ア 研究の重点化 ２ Ａ Ａ 推 進 及 び Ａ 推 進 及 び

対 し て の普及･活用 研究開 イ 研究開発の推進方向 ３
Ａ Ａ

成 果 の 活
Ａ

成 果 の 活

提 供 す 発の推 （研究推進項目） 43～59 用 用

る サ ー 進 ウ 研究ロードマップ ４ Ａ Ａ Ａ

ビ ス そ エ 研究の実施(戦略研究 ) ５ Ａ Ａ Ａ

の 他 の エ 研究の実施(重点研究 ) ６ Ａ Ａ Ａ

業 務 の エ 研究の実施(経常研究 ) ７ Ａ Ａ Ａ

質 の 向 エ 研究の実施(外部資金)、
８ Ａ Ａ Ａ

上 数値目標 Ⅳ Ⅳ

（ ３ ）研究の評価 ９ Ａ Ａ Ａ

（４ ）研究成果の発信、数値目標 １０ Ａ Ａ Ａ

（５ ）研究成果の普及、数値目標 １１ Ａ Ａ Ａ

２ 知的財産 （１ ）知的財産の管理、数値目標 １２ Ａ Ａ Ａ

の有効活用 （２ ）知的財産の利活用促進、
１３ Ａ Ａ Ａ

数値目標

３ 総合的な (１ )技術相談、技術指導等の実施、
１４ Ａ Ａ

２ 技 術 支
Ａ

２ 技 術 支

技術支援 数値目標 援 、 連 携 援 、 連 携

（２ ）依頼試験、設備使用等の実施、
１５ Ｂ Ｂ

の 推 進 及
Ｂ

の 推 進 及

数値目標 び 広 報 の び 広 報 の

（ ３ ） 建築性能評価 、構造計算適合
１６ Ａ Ａ

強化
Ａ

強化

性判定の実施

（４ ）担い手の育成支援 １７ Ａ Ａ Ａ

４ 連携の推進 （１ ）外部機関との連携、数値目標 １８ Ａ Ａ Ⅱ Ａ Ⅱ

（ ２ ）行政機関との連携 １９ Ａ Ａ Ａ

５ 広報機能の強化、数値目標 ２０ Ａ Ａ Ａ

第２ １ 業務運営の基本的事項 ２１ Ａ Ａ ３ 業 務 運 Ａ ３ 業 務 運

業 務 運 ２ 組織体制の改善 ２２ Ａ Ａ 営の改善 Ａ 営の改善

営 の 改 ３ 業務の （１ ）事務処理の改善 ２３ Ａ Ａ Ａ

善 及 び 適切な見直し （２ ）道民や利用者からの意見把握と改善 ２４ Ａ Ａ Ⅳ Ａ Ⅳ

効率化 ４ 人事の改善 （１ ）職員の意欲等の向上 ２５ Ａ Ａ Ａ

（２ ）人材の採用、育成 ２６ Ａ Ａ Ａ

第３ １ 財務の （１ ）透明性の確保 ２７ Ａ Ａ ４ 財 務 内 Ａ ４ 財 務 内

財 務 内 基本的事項 （２ ）財務運営の効率化 ２８ Ａ Ａ 容の改善 Ａ 容の改善

容 の 改 ２ 多様な （ １ ） 外部資金収入 、 （ ２ ） 知的財産
２９ Ａ Ａ Ａ

善 財源の確保 収入、 （３ ）依頼試験収入

３ 経費の （１ ）経費の執行 ３０ Ａ Ａ Ⅳ Ａ Ⅳ

効率的な執行 （２ ）管理経費の節減 ３１ Ａ Ａ Ａ

４ 資産の管理 ３２ Ａ Ａ Ａ

第４ １ 施設及び （１ ）施設等の維持管理 ３３ Ａ Ａ ５ そ の 他 Ａ ５ そ の 他

そ の 他 設備の整備、 （２ ）施設等の整備
３４ Ａ Ａ

業務運営
Ａ

業務運営

業 務 運 活用

営 ２ 法令の遵守 ３５ Ｂ Ｂ Ｂ

３ 安全管理 ３６ Ｂ Ｂ Ｂ

４ 情報セキュリティ管理 ３７ Ａ Ａ Ａ

５ 社会への貢献 ３８ Ａ Ａ Ⅱ Ａ Ⅱ

６ 災害等の （１ ）災害発生時等の対応 ３９ Ａ Ａ Ａ

対応 （２ ）災害等に関連した調査・研究 ４０ Ａ Ａ Ａ

７ 情報公開 ４１ Ａ Ａ Ａ

８ 環境への配慮 ４２ Ａ Ａ Ａ
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（ ２ ） 各 項 目

北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

S 0 A 13 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 13 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 13 B 0 C 0

第１ 住民に対して

提供するサービ ・ 研究ニーズ調査等により、専門的 ○ 順調に進んでいる ○ 順調に進んでいる

スその他の業務 なニーズや地域固有のニーズを把握

の質の向上に関 し、新規の研究課題を設定した。 研 ◇ その他意見 研 ◇ その他意見

する目標を達成 （No.1）A 究 ・研究開発の推進 究 ・研究開発の推進

するためにとる の （No.2～No.8） の （No.2～No.8）

べき措置 ・ 総合力を発揮して取り組む「食」、 推 外部資金による研 推 外部資金による研

「エネルギー」、「地域」の研究分野 進 究については、国や 進 究については、国や

１ 研究の推進及 について重点化方針を策定し、この 及 研究機関等が公募す 及 研究機関等が公募す

び成果の普及・ 方針に基づき研究課題を設定し、研 び る競争的資金を活用 び る競争的資金を活用

活用 究展開方向として取りまとめ、研究 成 した研究に積極的に 成 した研究に積極的に

資源の選択と集中による効果的かつ 果 取り組んでいるが、 果 取り組んでいるが、

効率的な研究開発の推進に取り組ん の 研究課題数が目標値 の 研究課題数が目標値

だ。（No.2）A 活 に達成していないた 活 に達成していないた

用 め、今後更に取り組 用 め、今後更に取り組

・ 分野横断型の研究を推進し、各研 むことが望ましい。 むことが望ましい。

究分野の特性を生かしながら取り組

む研究を実施した。

（No.3、No.43～No.59）A

・ 研究分野ごとに策定した研究ロー

ドマップを研究本部間で共有したこ

とにより、分野横断的な研究の推進

に繋げた。（No.4）A

・ 企業や大学等の外部機関と緊密な

連携の下、３つの戦略研究を着実に

実施した。（No.5）A

・ 道の政策課題や道民ニーズを踏ま

え、事業化、実用化に繋がる研究や

緊急性が高い研究25課題（うち新規

６課題）を、各研究本部及び企業や

大学、国の研究機関等との連携の下

に着実に実施した。（No.6）A

・ 新たな研究開発に繋がる先導的な

研究や地域固有のニーズに対応し、

実用化に繋がる研究等を着実に実施

した。（No.7）A

・ 外部資金を活用した研究に積極的

に取り組むとともに、研究成果発表

会等を通じて、研究シーズを積極的

にＰＲした。（No.8）A

数値目標項目 目標値 実績値

外部資金による研究

課題数 400 360

・ 各研究本部で管理する経常研究等

においては、外部有識者の意見を取

り入れながら新規課題の必要性や研

究の進捗状況、終了課題の研究成果

検討を行い、その結果を踏まえて評

価を実施した。

また、理事長マネジメントによる

１ １
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

重点研究、戦略研究においては、外

部評価委員による研究評価委員会を

開催し、新規課題の必要性や継続課

題の進捗状況、終了課題の研究成果

について、外部評価を実施し、その

結果を踏まえ、事前・中間・事後評

価に係る理事長による総合評価を行

い、新規課題の選定や研究中間年に

おいて内容の見直しを行った。

（No.9）A

・ 企業や団体、外部の研究機関等を

対象とした研究成果発表会等の開催

や、防災や魚類養殖技術など、企業、
大学等とともに特定分野の研究・技

術に関する情報や意見を交換する研

究会等を開催した。（No.10）A

数値目標項目 目標値 実績値

口頭及び刊行物によ

る成果の公表件数 2,850 3,155

・ 農業、水産、森林の各研究本部に

おいて、道の普及組織と研究成果等

の情報を共有するとともに、必要に

応じて研究職員が現地に赴き、普及

指導員と現場の課題解決に取り組ん

だ。（No.11）A

数値目標項目 目標値 実績値

行政施策等に反映さ

れた成果の数 284

企業等で活用された

成果の数 560 339

普及組織で活用され

た成果の数 155

合 計 560 778

２ 知的財産の有 ・ 研究や技術支援の成果として得ら

効活用 れた重要な知見や新しい技術を特許

等の知的財産権として出願するとと

もに、保有する特許権等の維持要否

を審査し、活用が見込まれない特許

権等を整理するなどして知的財産権

の適切な管理を行った。（No.12）A

数値目標項目 目標値 実績値

知的財産権の権利数 210 202

・ 北海道知的所有権センターなど知

的財産の支援団体と連携して、道内

企業等への特許等の利用促進を図っ

た。（No.13）A

数値目標項目 目標値 実績値

知的財産権の実施許

諾契約件数 360 398
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅱ S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅱ S 0 A 6 B 0 C 0

３ 総合的な技術

支援 ・ 総合相談窓口や各研究本部・各試 ○ やや遅れている ○ やや遅れている

験場等において、各種の技術相談

（10,239件）を受け、関連する技術や 技 ◇ Ｂ評価となった項目 技 ◇ Ｂ評価となった項目

研究成果等の情報を相談者に提供す 術 ・ 依頼試験、設備使 術 ・ 依頼試験、設備使

るとともに、一部の相談内容につい 支 用等の実施（No.15） 支 用等の実施（No.15）

ては、技術指導や依頼試験、設備使 援 依頼試験の実施件 援 依頼試験の実施件

用等への実施に繋げた。（No.14）A ・ 数が目標値に達して ・ 数が目標値に達して

連 いないことに加え、 連 いないことに加え、

・ 企業等からの依頼に応じて、各試 携 依頼試験成績書の記 携 依頼試験成績書の記

験場等の分野に応じた各種技術指導 の 載内容に転記ミスに の 載内容に転記ミスに

（1,571件）を行った。（No.14）A 推 よる誤りが発覚し、 推 よる誤りが発覚し、

進 依頼試験を適切に実 進 依頼試験を適切に実

・ 企業や関係機関等が主催するセミ 及 施できなかった。 及 施できなかった。

ナー等への講師派遣、行政の委員会 び び

の委員や企業のアドバイザー等の就 広 ◇ 主な課題、改善事項等 広

任による必要な助言や業界誌等への 報 ・ 依頼試験・設備使 報 ・ 依頼試験・設備使

原稿執筆を行った。（No.14）A の 用等の実施（No.15） の 用等の実施（No.15）

強 各研究本部におい 強 各研究本部におい

数値目標項目 目標値 実績値 化 て、チェック体制の 化 て、チェック体制の

技術相談、技術指導 強化や試験データの 強化や試験データの

の実施件数 13,000 13,203 取扱いの明確化など 取扱いの明確化など

再発防止策に取り組 再発防止策に取り組

・ 課題対応型支援は、小麦用連続流 んでいるが、再発防 んでいるが、再発防

下式乾燥機の基礎運転条件の検討、 止の徹底に向けて継 止の徹底に向けて継

カラマツ接木苗木育苗支援、防犯マ 続して取り組む必要 続して取り組む必要

ップ作成支援を実施した。 がある。 がある。

（No.14）A

・ ホームページやパンフレット配布、

成果発表会等による制度の周知、各

種技術支援の利用者増加に向けた取

組を実施した。

（No.14）A、（No.15）B

・ 依頼試験成績書の記載内容に転記

ミスによる誤りが発覚し、依頼試験

を適切に実施できなかった。

（No.15）B

数値目標項目 目標値 実績値

依頼試験の実施件数 4,580 4,324

設 備 使 用 の 件 数 1,160 1,060

・ 企業等からの依頼による建築基準

法に基づく建築性能評価及び構造計

算適合性判定において、判定日数の

縮減や申請者手続きの合理化等の利

便性向上を図った。（No.16）A

・ 企業等の技術者や地域産業の担い

手を対象とした研修会等を開催し、

研究成果や知見、必要な技術の普及

を図るとともに、大学生等を研修者

として受入れ、必要な技術や知見等

の指導を行った。（No.17）A

２ ２
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

４ 連携の推進 ・ 研究分野別連携協定の締結など新

たな連携基盤の構築を図るとともに、

北海道大学、北海道科学大学、札幌

市立大学、道内４高専との研究交流

会の開催など連携による取組を活発

に進めた。（No.18）A

・ 連携コーディネーターとして国、

市町村、大学、金融機関等の職員に

委嘱し、道総研内外の連携に関する

情報交換や意見交換を行い、外部機

関との連携を推進した。

（No.18）A

・ 北海道総合研究プラザを連携拠点

として活用した研究会等を開催し、

成果の普及や技術交流に取り組んだ。

（No.18）A

数値目標項目 目標値 実績値

連携協定締結先との

事業の実施件数 820 1,970

・ 国や国立研究開発法人等との意見

交換等により、国の各種施策や外部

資金研究に関する情報収集を行い、

外部資金研究の獲得に活用し、研究

や技術支援の反映を図った。

（No.19）A

５ 広報機能の強 ・ ホームページで提供される情報や

化 機能を誰もが支障なく利用できる環

境を整備するため、ウェブアクセシ

ビリティ方針を策定・公開したほか、

「道総研ウェブアクセシビリティ対

応ガイドライン」を策定し、ホーム

ページ改善のため取り組んだ。

また、道民を対象とした「道総研

セミナー」や「道総研オープンフォ

ーラム」、地域企業等を対象とした

「道総研地域セミナー」の開催や、

他機関が主催する「ものづくりテク

ノフェア」や「ビジネスＥＸＰＯ」

などのイベントに参加し、道民や企

業等を対象とした広報活動に取り組

んだ。（No.20）A

・ 道内に事業所がある企業や団体等

を訪問し、研究成果や技術支援制度

の紹介を行うとともに、意見交換を

行い、ニーズの把握に取り組んだ。

（No.20）A

数値目標項目 目標値 実績値

情 報 発 信 の 回 数 1,230 1,683
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 6 B 0 C 0

第２ 業務運営の改

善及び効率化に ・ 「予算編成方針」や「組織機構改 ３ ○ 順調に進んでいる ３ ○ 順調に進んでいる

関する目標を達 正等に当たっての基本的視点」等を

成するためにと 策定し、各研究本部の要望等を踏ま 業 ◇ その他意見 業 ◇ その他意見

るべき措置 えた必要な予算や人員等の資源を配 務 ・ 人材の採用、育成 務 ・ 人材の採用、育成

分したほか、研究本部体制の再編や 運 （No.26） 運 （No.26）

１ 業務運営の基 新研究所の設置準備など、時代の変 営 新規採用者が採用 営 新規採用者が採用

本的事項 化に適時・的確に対応するため、第 の 予定数に達していな の 予定数に達していな

３期中期計画を視野に入れた体制の 改 い職種について、優 改 い職種について、優

見直しを行った。（No.21）A 善 秀な人材の確保に向 善 秀な人材の確保に向

けて、なお一層取組 けて、なお一層取組

・ 令和元年度に重点的に取り組む研 を強化していくこと を強化していくこと

究課題に予算や人員の重点的な配分 が望ましい。 が望ましい。

を行った。（No.21）A

２ 組織体制の改 ・ 研究体制や業務の執行体制の強化

善 等が図られるよう、令和２年度組織

機構改正に向けて組織体制の見直し

を行った。（No.22）A

〔農業研究本部〕

業務用加工米の極多収品種の開発

や、道産酒の新たな酒米品種開発へ

の対応に係る体制強化及び研究やマ

ネジメント業務の効率化等に向けた

体制整備

〔産業技術研究本部〕

道内企業等への支援体制の強化等

に向けた体制整備

３ 業務の適切な ・ 事務処理手順等について、試験場

見直し 等からの改善提案を検証した結果、

ＴＶ会議システムに替えてＷｅｂ会

議システムを導入し、遠隔地間であ

っても容易に会議等が可能な環境整

備を図った。（No.23）A

・ 平成27～30年度に実施した利用者

意見把握調査のアンケート結果を集

約し、利用者の満足度等を研究本部

別に取りまとめ、改善意見とその対

応について整理し、再度の周知を図

るとともに業務改善に繋げた。

（No.24）A

・ 学識経験者や産業界等の外部有識

者で構成される経営諮問会議を開催

し、得られた助言等を踏まえ、研究

等について長期的な視点から業務運

営の方向等について検討を行った。

（No.24）A



- 21 -

北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

４ 人事の改善 ・ 人事評価制度に基づき、能力及び

業績の公正な評価を行い、成績上位

者に対し、上位区分での勤勉手当の

支給、昇給を行ったほか、その評価

結果を昇任等に反映させ、職員の意

欲向上を図った。（No.25）A

・ 研究開発機能をより充実させるた

め、「令和２年度人事異動方針」を

策定し、適材適所の人材配置を行い、

研究本部間等をまたぐ広域的な人事

異動を実施した。（No.25）A

・ 研究主幹級以下の研究職員を対象

に、フレックスタイム制を試行実施

したほか、全ての職種を対象に時差

出勤を実施し、より柔軟で働きやす

い環境整備を進めた。（No.25）A

・ 研究及び技術支援業務等を円滑に

実施するため、「令和２年度（2020

年度）研究職員採用計画」に基づき、

採用試験を実施した。（No.26）A

・ 優秀な人材の確保に向けた取組と

して、募集開始日を例年より１ヶ月

早めるとともに、作成した採用パン

フレットを全国の主要な大学に送付

し、道内大学及び道の人事委員会が

主催する就職セミナーに参加した。

（No.26）A

・ 各職務（階層）に必要な能力の向

上等を計画的に行うため、「職員研

修計画」を策定し、新規採用職員、

新任の主査級や研究部長級等を対象

とした階層別研修を実施した。

（No.26）A

・ 研究職員の研究開発能力の向上の

ため、柔軟な発想により研究課題に

取り組む「職員研究奨励事業」（33

課題）を実施した。（No.26）A
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 6 B 0 C 0 Ⅳ S 0 A 6 B 0 C 0

第３ 財務内容の改

善に関する目標 ・ 財務諸表等の公表に当たっては、 ４ ○ 順調に進んでいる ４ ○ 順調に進んでいる

を達成するため 道民等が法人の財務内容等を容易に

の措置 把握できるよう、「決算の概要」を 財 財

ホームページで公表して、透明性の 務 務

１ 財務の基本的 確保を図った。（No.27）A 内 内

事項 容 容

・ 運営費交付金を充当して行う業務 の の

に係る経費（研究関連経費を除く。） 改 改

を前年度比１％縮減された中で、事 善 善

務的経費や維持管理経費の節約など

に取り組んだ。（No.28）A

２ 多様な財源の ・ 公募型研究の獲得に向けて専門研

確保 修を実施し、積極的に応募する環境

づくりを行ったほか、大学や企業等

と連携し、国や研究機関等が公募す

る競争的資金を活用した研究や、外

部機関との一般共同研究や受託研究

に積極的に取り組んだ。（No.29）A

・ 特許権等の知的財産については、

北海道知的所有権センターなど知的

財産に係る支援団体と連携し、開放

特許情報の発信や企業訪問など特許

等の利用促進を図った。（No.29）A

・ 依頼試験や試験機器等の設備の提

供については、ホームページに試験

内容や利用料金を掲載するとともに、

研修会や企業訪問等においてＰＲ活

動を実施し、利用拡大と自己収入の

確保に取り組んだ。（No.29）A

３ 経費の効率的 ・ 経費の執行に当たっては、年度執

な執行 行計画を作成し、四半期ごとの計画

的な執行額を設定するとともに、毎

月、役員会で収益や資金等の状況を

確認するなど、計画的執行を図った。

（No.30）A

・ 「事務改善に関するガイドライン」

に基づく取組を徹底するとともに、

電力供給契約の競争入札、庁舎照明

器具のＬＥＤ化や高効率空調設備へ

の改修を実施し、経費の節減を図っ

た。（No.31）A

４ 資産の管理 ・ 預金口座出納簿を作成し、適正に

資金管理を行うとともに、有形固定

資産の稼働状況の調査を行った。

また、遊休資産の有効活用を図る

ため、遊休資産リストを作成すると

ともに、研究設備の共同利用や遊休

機器の管理換を行った。（No.32）A
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

S 0 A 8 B 2 C 0 Ⅱ S 0 A 8 B 2 C 0 Ⅱ S 0 A 8 B 2 C 0

第４ その他業務運

営に関する重要 ・ 施設等整備計画書により施設の劣 ５ ○ やや遅れている ５ ○ やや遅れている

目標を達成する 化状況を把握した上で、道の施設整

ためにとるべき 備計画審査基準により建築物等の改 そ ◇ 「Ｂ」評価となった そ ◇ 「Ｂ」評価となった

措置 修や修繕（更新）の必要性を判定し、 の 項目 の 項目

現有施設の有効活用や庁舎の省エネ 他 ・ 法令の遵守（No.35） 他 ・ 法令の遵守（No.35）

１ 施設及び設備 化等の取組を進めるとともに、計画 業 交通違反・事故の 業 交通違反・事故の

の整備、活用 的な修繕等を実施し、施設の長寿命 務 防止や綱紀の保持な 務 防止や綱紀の保持な

化を図った。 運 ど法令遵守や研究活 運 ど法令遵守や研究活

また、審査対象基準外の施設等に 営 動における不正行為 営 動における不正行為

ついても劣化状況等を把握し、道の の防止について研修 の防止について研修

施設整備計画審査基準に準拠して必 等を行い、法令遵守 等を行い、法令遵守

要性を判定し、計画的な修繕等を実 意識の向上を図って 意識の向上を図って

施した。（No.33、No.34）A いるものの、共同研 いるものの、共同研

究者に対して事実隠 究者に対して事実隠

・ 第３期中期計画期間（Ｒ２～Ｒ６） 蔽を指示した行為、 蔽を指示した行為、

における施設整備計画の検討を行い、 銃刀法違反行為など、 銃刀法違反行為など、

「第３期施設等整備計画」を策定し 職員の非違行為が発 職員の非違行為が発

た。（No.34）A 生した。 生した。

２ 法令の遵守 ・ 共同研究者に対して事実隠蔽を指 ・ 安全管理（No.36） ・ 安全管理（No.36）

示した行為、銃刀法違反行為及び自 試験調査船の調査 試験調査船の調査

家用車での速度超過による検挙に対 作業中に事故が発生 作業中に事故が発生

して懲戒処分を行った。（No.35）B し職員が負傷する労 し職員が負傷する労

働災害が発生した。 働災害が発生した。

・ 階層別研修において、職員倫理、

交通違反・事故の防止等に関する講 ◇ 主な課題、改善事項等

義を行い、法令遵守意識の定着強化 ・ 法令の順守（No.35） ・ 法令の順守（No.35）

を図った。（No.35）B 今後も、法令順守 今後も、法令順守

や服務規律の確保な や服務規律の確保な

・ 研究不正防止計画に基づき、各試 ど、不祥事の再発防 ど、不祥事の再発防

験場において研究倫理研修及びコン 止に向けたコンプラ 止に向けたコンプラ

プライアンス研修を実施したほか、 イアンス意識の徹底 イアンス意識の徹底

新規採用職員研修においても同様の になお一層取り組ん になお一層取り組ん

研修を実施するなど、研究活動にお でいく必要がある。 でいく必要がある。

ける不正行為の防止に取り組んだ。

（No.35）B ・ 安全管理（No.36） ・ 安全管理（No.36）

事故発生後、直ち 事故発生後、直ち

・ 評価公的研究費の適正な管理・執 に現地の状況を把握 に現地の状況を把握

行を図るため、内部監査計画に基づ し再発防止策を指示 し再発防止策を指示

き実地監査及び書面監査を実施した。 するとともに、事故 するとともに、事故

（No.35）B 等を未然に防止する 等を未然に防止する

ため、職員教育や日 ため、職員教育や日

・ 内部統制の総点検を実施し、業務 常点検の取組の徹底 常点検の取組の徹底

のリスクと対応を「見える化」する を図っており、今後 を図っており、今後

ことで、共通の意識を持って業務適 も道総研全体でなお も道総研全体でなお

正等を確保するとともに、法人のミ 一層取り組む必要が 一層取り組む必要が

ッションを有効かつ効率的に果たし ある。 ある。

ていくこととした。（No.35）B

・ ハラスメントの防止に関する意識

向上等を目的として、管理職員やハ

ラスメント相談員に対する外部講師

による研修や幹部職員に対するｅ－

ランニングによるマネジメント研修

を導入した。（No.35）B
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

３ 安全管理 ・ 試験調査船の調査作業中に事故が

発生し職員が負傷したことから、直

ちに現地の状況を把握し再発防止策

を指示するとともに、事故等を未然

に防止するため、職員教育や日常点

検の取組の徹底を図った。

また、同種事故の再発防止に向け

て、安全対策の実施訓練や指揮系統

・危険ゾーンの確認の徹底などの新

たな措置を講じた。（No.36）B

・ 「道総研安全衛生管理規程」に基

づき、各試験場等において安全衛生

委員会等を開催し、安全衛生意識の

高揚を図るとともに、総括安全衛生

委員会の体制の見直しや安全衛生に

係る情報の共有化に努めた。

（No.36）B

・ イベントの開催に当たっては、各

試験場等においてマニュアルの作成

や事前に安全対策を講ずるなど、事

故等の発生を未然に防止するための

取組を行った。

また、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大の防止を図るため、主催

するイベントや会議等について、中

止や延期、Web会議による開催などに

取り組むほか、不要不急の業務への

適切な対応を進めた。（No.36）B

・ 毒物、劇物等の保管管理について

は、内部検査の重点項目として位置

づけ、「道総研試験研究用毒物及び

劇物等管理要綱」に基づき、適切な

保管管理に努めた。（No.36）B

４ 情報セキュリ ・ 管理するサーバ－やパソコンのセ

ティ管理 キュリティソフトが常に最新状態に

なる設定とし、運用保守業者と連携

し監視を強化するとともに、人的セ

キュリティ対策の強化を図るため、

情報セキュリティに関する自己点検

や研修を行った。（No.37）A

５ 社会への貢献 ・ 道内外の団体や道民等の視察・見

学者の受入れを積極的に実施すると

ともに、道内の小学校や高校へ出向

き出前授業を実施した。

また、ＪＩＣＡ等からの依頼を受

け、研修や講師派遣、施設見学の受

入れ等の国際協力事業等に協力した。

（No.38）A
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北海道立総合研究機構 評 価 委 員 会 知 事
評 価 項 目

自己点検・評価、計画達成状況 意見 意見における特記事項 評価 評価における特記事項

６ 災害等の対応 ・ 大規模災害発生時の非常事態に業

務を適切に執行できるよう全ての試

験場等においてＢＣＰ（業務継続計

画）を策定し、非常時の業務執行体

制や対応手順等の確立を図った。

（No.39）A

・ 北海道における応急仮設住宅に関

する災害等に関連した研究の実施や、

ヒグマによる家畜被害調査及び対策

会議へ職員を派遣し、専門的見地か

ら助言等の技術指導を行ったほか、

倶多楽火山防災協議会、厚真町地盤

災害に関する技術委員会等からの要

請に基づき職員を派遣した。

（No.40）A

７ 情報公開 ・ ホームページ等により、役員会、

経営諮問会議等の開催状況や組織体

制、財務に関する情報、研究・技術

支援に関する取組等、道民へ積極的

に法人運営に関する情報を公開した。

また、ウェブアクセシビリティ対

応の取組を開始し、利便性の向上を

図るとともに、メールマガジン、フ

ェイスブック、道庁ブログ等を活用

し、広く道民への情報提供に取り組

んだ。（No.41）A

８ 環境への配慮 ・ 「事務改善に関するガイドライン」

に基づき、節電などの省エネルギー

の取組や再生紙をはじめとするグリ

ーン購入の促進等、環境に配慮した

業務運営を行った。（No.42）A
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（別紙）研究推進項目（項目番号 ４３～５９）

※「研究推進項目」は、項目番号３「イ 研究開発の推進方向」を評価する際の参考とした。

評価項目
番号

法人自己
点検・評価

Ⅰ　総合力を発揮して取り組む研究推進項目

 １　食料安定供給技術の確立と食関連産業の振興に関する研究推進項目

 （１）食料安定供給技術の確立 ４３ Ａ

 （２）市場競争力を有する食関連産業の振興 ４４ Ａ

 ２　再生可能エネルギー等の安定供給・地域利用システムと省エネルギー技術体系の構築に関する研究推進項目

 （１）再生可能エネルギー等の安定供給・地域利用システムと省エネルギー技術体系の構築 ４５ Ａ

 ３　自然・産業・生活が調和した安全で持続可能な地域の構築に関する研究推進項目

 （１）持続可能な地域システムの構築 ４６ Ａ

Ⅱ　各研究分野の特性を生かしながら取り組む研究推進項目

 １　農業に関する研究推進項目

 （１）豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の振興 ４７ Ａ

 （２）環境と調和した持続的農業の推進 ４８ Ａ

 （３）地域の特色を生かした農業・農村の振興 ４９ Ａ

 ２　水産に関する研究推進項目

 （１）地域を支える漁業の振興 ５０ Ａ

 （２）水産物の安全性確保と高度利用の推進 ５１ Ａ

 （３）自然との共生を目指した水産業の振興 ５２ Ａ

 ３　森林に関する研究推進項目

 （１）地域の特性に応じた森林づくり及びみどり環境の充実 ５３ Ａ

 （２）林業の健全な発展と森林資源の循環利用の推進 ５４ Ａ

 （３）技術力の向上による木材関連産業の振興 ５５ Ａ

 ４　産業技術に関する研究推進項目

 （１）持続可能な地域づくりを支える本道産業の振興 ５６ Ａ

 （２）成長力を持った力強い食関連産業の振興 ５７ Ａ

 ５　環境及び地質に関する研究推進項目

 （１）生活・産業基盤を支える環境の保全、災害の防止及び地質資源の活用 ５８ Ａ

 ６　建築に関する研究推進項目

 （１）暮らし・地域・環境を育む建築・まちづくりの実現 ５９ Ａ

年度計画
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４ 参考

（１）業務実績に関する評価

業務実績に関する評価については、「地方独立行政法人北海道立総合研究機構評

価基本方針」及び「地方独立行政法人北海道立総合研究機構年度評価実施要領」に

基づき、次の考え方により行った。

○ 評価の方法

評価は、「項目別評価」及び「全体評価」により行った。

「項目別評価」は、道総研が作成した業務実績報告書を踏まえ、評価委員会の

道総研に対するヒアリング等を通じて、評価項目ごとに業務の実施状況確認や道

総研の自己点検・評価の妥当性を検証し、評価委員会の意見を踏まえ、総合的に

判断の上、行った。

「全体評価」は、項目別評価の結果及び評価委員会の意見を踏まえた上で、道

総研の業務実績全体について、記述式により行った。

○ 評価の基準

道総研が行った自己点検・評価（４段階基準（Ａ～Ｃ、Ｓ））の結果を踏まえ、

「１ 研究の推進及び成果の活用」、「２ 技術支援、連携の推進及び広報の強化」、

「３ 業務運営の改善」、「４ 財務内容の改善」及び「５ その他業務運営」の項

目ごとに評価（５段階基準（Ⅰ～Ⅴ））を行った。

＜自己点検・評価基準［道総研］＞

＜意見基準［評価委員会］、評価基準［知事］＞

Ｓ：上回って実施している
（取組の結果、所期の成果等を上回ったとき､達成度が９０％以上）

Ａ：十分に実施している

（取組の結果、所期の成果等を得たとき､達成度が９０％以上）

Ｂ：十分に実施していない

（取り組んではいるが、所期の成果等を得られなかったとき、達成度が９０％未満）

Ｃ：実施していない

（取組が行われていないとき、達成度が９０％未満）

Ⅴ：特筆すべき進捗状況にある

Ⅳ：順調に進んでいる（すべてＳ～Ａ）

Ⅲ：おおむね順調に進んでいる（Ｓ～Ａの割合がおおむね９割以上）
Ⅱ：やや遅れている（Ｓ～Ａの割合がおおむね９割未満）

Ⅰ：重大な改善事項がある

※ 意見、評価に当たっては、上記Ｓ～Ａの割合により判断することに加え、重要な意義を有する事

項や優れた取組がなされている事項を勘案するとともに、法人を取り巻く諸事情等についても考慮の

上、総合的に判断する。
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（２）評価の実施者

設立団体の長 北海道知事

法人所管課
総務部法人局長

総務部法人局独立行政法人課長

環境生活部環境局環境政策課長

経済部産業振興局産業振興課長

経済部産業振興局科学技術振興課長

経済部環境・エネルギー局環境・エネルギー課長

経済部食関連産業室参事

評価担当課 農政部生産振興局技術普及課長

水産林務部水産局水産振興課長

水産林務部林務局森林整備課長

水産林務部林務局林業木材課長

建設部建設政策局建設政策課長

建設部住宅局建築指導課長

（３）地方独立行政法人北海道立総合研究機構業務実績評価等検討会議の開催状況

○令和２年８月21日 令和２年度第１回検討会議

・令和元年度及び中期目標期間（平成27年度～令和元年度）

業務実績報告書に関する審議

（４）北海道地方独立行政法人評価委員会・試験研究部会委員

氏名 役職等 摘要

中小企業診断士
安達 陽子 一般社団法人中小企業診断協会北海道 部会長代理

委員長安藤 誠悟 弁護士、弁理士
部会長

乙政 佐吉 国立大学法人小樽商科大学商学部教授

玉腰 暁子 国立大学法人北海道大学大学院医学研究院教授

株式会社ウェザーコック 専務取締役
山本 一枝 一般社団法人北海道中小企業家同友会産学官連携

研究会HoPE共同代表

※敬称略（五十音順）
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（５）北海道地方独立行政法人評価委員会・試験研究部会の開催状況

○令和２年７月２９日 令和２年度第１回試験研究部会

・道総研へのヒアリング

・令和元年度及び中期目標期間（平成27年度～令和元年度）

業務実績報告書に関する評価委員会意見の審議

○令和２年８月１２日 令和２年度第２回試験研究部会

・令和元年度及び中期目標期間（平成27年度～令和元年度）

業務実績報告書に関する評価委員会意見の決定

（６）法人の概要

Ⅰ 法人の名称

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

Ⅱ 設立目的

農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関する試験、

研究、調査、普及、技術開発、技術支援等を行い、もって道民生活の向上及び道内産業

の振興に寄与する。

Ⅲ 事業内容

① 農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関する試験、

研究、調査、技術開発を行うこと。

② 前号に掲げる業務に関する普及及び技術支援を行うこと。

③ 試験機器等の設備及び施設の提供を行うこと。

④ 前３号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

Ⅳ 組織

理事長 理 事 経営企画部

研究企画部
監 事

連携推進部

農業研究本部 農業試験場（☆中央､上川､道南､十勝､北見､酪農、畜産､花・野菜）

水産研究本部 水産試験場（☆中央､函館､釧路､網走､稚内､栽培､さけます・内水面）

森林研究本部 ☆林業試験場、林産試験場

産業技術研究本部 ☆工業試験場、食品加工研究センター

環境・地質研究本部 ☆環境科学研究センター、地質研究所

建築研究本部 ☆北方建築総合研究所

※ ☆印：研究本部の企画等を担う組織
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Ⅴ 職員の状況（平成３１年４月１日現在）
（単位：人）

区分 研究職 船員・技師等 事務職 計

本部 １４ － ４０ ５４

農業研究本部 ２６７ ８８ ６５ ４２０

水産研究本部 １４０ ４９ ３２ ２２７

森林研究本部 １０３ １２ ３０ １４５

産業技術研究本部 １０８ １ ２２ １３１

環境・地質研究本部 ６０ － １１ ７１

建築研究本部 ３８ － ９ ４７

計 ７３６ １５０ ２０９ １，０９５

Ⅵ 理念
道民生活の向上及び道内産業の振興に貢献する機関として、未来に向けて夢のある北

海道づくりに取り組みます。

【使 命】 わたしたちは、北海道の豊かな自然と地域の特色を生かした研究や技術支
援などを通して、道民の豊かな暮らしづくりや自然環境の保全に貢献します。

【目指す姿】 わたしたちは、世界にはばたく北海道の実現に向け、幅広い産業分野にま
たがる試験研究機関としての総合力を発揮し、地域への着実な成果の還元に
努め、道民から信頼され、期待される機関を目指します。

【行動指針】 わたしたちは、研究者倫理や法令を遵守し、道民本位の視点とたゆまぬ向
上心を持って、新たな知見と技術の創出に努めるとともに、公平かつ公正な
サービスを提供します。


